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業者数 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

合計 3,500 3,522 3,503 3,518 3,584 3,646 3,619 3,571 3,581 3,636 3,663 3,582 3,481 3,356 3,305 3,276 3,179 3,068 2,983 2,959

知事許可 3,436 3,455 3,433 3,445 3,512 3,572 3,545 3,500 3,514 3,565 3,588 3,511 3,412 3,293 3,246 3,221 3,129 3,017 2,933 2,905

大臣許可 64 67 70 73 72 74 74 71 67 71 75 71 69 63 59 55 50 51 50 54

（百万）

工事額 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

合計 256,970 275,902 282,248 321,806 410,480 356,899 317,849 309,426 283,678 222,101 194,465 190,241 182,285 175,429 183,611 169,274 173,064 142,205 146,493 155,719

国 24,377 34,498 36,486 41,225 65,279 42,012 56,075 49,627 40,501 34,798 28,117 41,502 43,496 54,365 64,199 32,007 35,316 29,723 31,545 29,801

島根県 116,053 125,195 118,169 145,246 187,342 159,077 138,955 137,414 121,277 99,907 79,532 72,240 64,914 58,299 59,564 64,399 70,989 64,165 62,828 67,043

市町村 92,817 92,821 101,220 103,882 119,777 110,642 89,250 84,994 94,760 72,433 66,496 60,414 56,624 50,055 45,197 60,751 53,850 36,656 36,810 48,055

独立行政
法人等

3,690 5,999 5,408 11,777 20,354 24,618 19,058 15,701 11,502 7,142 10,567 13,489 10,536 8,120 9,986 8,919 6,813 4,964 9,475 5,621

その他 20,030 17,386 20,963 19,674 20,726 20,548 14,509 21,688 15,636 7,849 9,750 2,594 9,712 4,589 4,664 3,197 6,098 6,691 5,832 5,197
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【データ出所】 島根県建設産業対策室、西日本建設業保証（株）

公共工事受注高（保証取扱請負金額）、建設業許可業者数の推移

国 島根県

市町村 独立行政法人

その他 建設業許可業者数

155,719

ピーク時（H10）

の約３８％

ピーク時（H16）

の約８１％
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（参考）生産労働に従事する職種

※H16以前は、クレーン運転工、玉掛け作業員が公表されている。

※都道府県別の数値は、H13から公表されている。

※生産労働者＝主として物の生産現場、建設作業現場等で作業に従事する者をいう。

クレーン運転工、建設機械運転工、玉掛け作業員、電気工、掘削・発破工、型枠大工、とび工、
鉄筋工、大工、佐官、配管工、はつり工、土工

※建設業生産労働者の賃金は、都道府県ごとに集計されていないため、同統計の「職種別賃金
（都道府県別）」により、以下の職種の支給額から算出した。
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生産労働者賃金（年間賃金総支給額）の推移 全産業男性労働者（全国）

建設業男性生産労働者（全国）

全産業男性労働者（島根県）

建設業男性生産労働者（島根県）

（注） 年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額

【データ出所】：賃金構造基本統計調査（厚生労働省）
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H16.5.1 H17.5.1 H18.5.1 H19.5.1 H20.5.1 H21.5.1 H22.5.1 H23.5.1 H24.5.1 H25.5.1

全日制（定員） 840 840 840 840 800 760 720 720 720 720

定時制（定員） 160 160 160 160 160 160 160 160 160 160

合計（定員） 1,000 1,000 1,000 1,000 960 920 880 880 880 880

全日制（在籍生徒数） 752 755 756 691 649 599 587 584 580 591

定時制（在籍生徒数） 51 42 35 45 40 33 28 19 22 25

合計（在籍生徒数） 803 797 791 736 689 632 615 603 602 616

　　　　　　　　データ出所：島根県教育委員会

1,000 1,000 1,000 1,000
960

920
880 880 880 880

803 797 791
736

689
632 615 603 602 616

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H16.1.1 H17.1.1 H18.1.1 H19.1.1 H20.1.1 H21.1.1 H22.1.1 H23.1.1 H24.1.1 H25.1.1

定
員
数
・
生
徒
数
（
人
）

県立高校の土木系生徒数の推移

全日制（定員）

定時制（定員）

全日制（在籍生徒数）

定時制（在籍生徒数）

合計（在籍生徒数）

- 7 -



入
札

契
約

制
度

の
見

直
し

に
つ

い
て

 

 １
．

入
札

参
加

資
格

審
査

 

 
（

１
）

技
術

力
に

つ
い

て
 

 
 

 
 

・
工

事
成

績
評

定
点

の
評

価
方

式
の

見
直

し
 

 
 

 
 

 
 

評
価

手
法

を
よ

り
実

態
に

即
し

た
方

式
に

変
更

し
、
「
（

加
点

）
上

限
」

を
撤

廃
 

            

   （
２

）
担

い
手

確
保

 

 
 

 
 

①
２

９
歳

以
下

の
者

の
採

用
を

評
価

（
最

大
５

名
）

 

 
 

 
 

②
小

中
高

生
等

に
対

す
る

活
動

（
職

場
見

学
・

職
場

体
験

・
出

前
講

座
等

）
を

評
価

 

 
 

 
 

③
上

記
①

対
象

者
の

「
継

続
雇

用
」

に
つ

い
て

も
、

別
途

評
価

 

  
（

３
）

社
会

保
険

未
加

入
対

策
 

 
 

 
 

 
H
2
7
・

2
8
入

札
参

加
資

格
審

査
か

ら
「

加
入

義
務

の
あ

る
社

会
保

険
等

に
加

入
し

て
い

る

者
」

の
み

を
認

定
す

る
 

 

【工
事

成
績

評
点

に
係

る
特

別
点

】

-30

25080

150

1206030

0
10

（上
限

：１
５

０
点

）

65               68               71         
74                77

80                 82                 85                      90

１
５

０
点

１
７

０
点

２
５

０
点

２
０

０
点

見
直

し
後

現
行

- 8 -



▲30～

▲30～
350

150

【平均点
80点の
場合】

150

2
3

▲10～ ▲10～
15 15

▲30～ ▲30～
▲10 ▲10

【工事成績評点の平均点が80点の場合】

【注】２９才以下の新規雇用者として今回加点を受けた者を次回、次々回時点で継続雇用していれば、上記とは別枠で１名につき５点加点を予定。

38

12

次世代育成支援
（事業主行動計画・こっころ）

次世代支援一般事業主行動計画
「こっころカンパニー」の認定状況 次世代の地域の担い手確保のため、次世代育成支援に資する活動を評価　次世代行動計画作成４点、「こっころカンパニー」認定８点

▲10～
12

19
▲10～

12
前回は社会
性に含む

15
除雪業務（土木一式の

み）
過去２年間の契約実績 20

90
（26.1％）

14 雇用確保（継続雇用）

13 雇用確保（新卒採用）

-
21 指名停止措置 直近2年間において指名停止措置を受けた期間

▲5／
２週間 「指名停止理由」が「工事関係者事故」「公衆損害事故」「粗雑工事」の場合は、減点を現行の「２倍」とする。

▲5～10
／2週間

(0.94)
合計 上段：土木一式
       下段：建築一式

(％数字は、前回に対する今回点数割合)
345

（330）
325

（310）

新卒者(高校・大学）の新規雇用 10

法
令
遵
守

20 行政処分
直近2年間において許可取り消し・営業停止・指示
処分がある場合

-

従業員の２年間の継続雇用（20名まで） 20

17
ボランティア活動

（ハートフルしまね）
・2年間に2回以上
（旧ハートフルロード・旧河川海岸愛護団体）

10

16
防災協定（県防災・家畜

伝染協定締結）

・県と防災協定締結
・県と家畜伝染病発生時の対応対策協定の締結
・建築一式：建物応急危険度判定士の認定

30

18 学校支援活動

38
（11.7％）

経審項目ではあるが、島根県として今後も災害対応、地域維持に資する者を評価する観点から、評価し、点数は据え置きとする。 30

技術力項目の割合を上げるために見直しを行う。 5

若年者の担い手を広く募集し確保する観点から、加点対象を卒業６ヶ月以内の新卒者に限定せず、

２９才以下の若年者を過去２年間に新たに採用し、申請時点で雇用している者を１名につき６点加点。（最大５名）
なお、若年者の担い手確保は最重要課題であるため、名簿期間内に雇用した者も追加認定時に加点する特別措置を講ずる。
担い手の継続雇用を評価する観点から、次回以降の加点についても検討（欄外【注】参照）

30

20

20

少子化対策を支援する項目であり、点数は据え置き３点加点。

但し、今回は登録後に主旨の添った活動を行い、担当課に実績報告を行ったもののみを加点

建設業労働災害防止協会に加入のみではなく実効を求めるため、建災防に加入し、協会の現場安全パトロール参加実績証
明のある者のみを評価する。

5

労働安全衛生法に定める研修として建設業に特化した内容を行っていることを証明出来るものは、建災防が実施するもの以外では、客観的な判

断が難しい。今回も研修受講としては建災防の指定講座とする。但し、７研修のうち、２研修を実際事故の多い重機運転事故防
止と熱中症防止に関する内容のものに変更する。

10

経営事項審査では、左記の４項目の内、退職金制度導入と企業年金加入のどちらかがあれば
加点しており，両方に入っている者については、特別点として加点してほしい。（建設業協会）

→　経審加点条件以上の取り組みを行っている者については、担い手確保の点からも優良な

　　企業といえることから、左記の４項目を全て実施している者には５点加点する。

5

障がい者雇用の確保の観点から加点を維持　法定雇用率以上の雇用　１５点
但し、雇用を重視する観点から、障がい者を直接雇用しない商品購入支援の点数は下げる。
障がい者事業所へ商品購入支援　１５点　→　１０点

経審で評価されている項目のため除外。 -

技術力項目の割合を上げるために、見直しを行う。

→　新分野進出はについては、県として「新分野進出補助金事業」、「同助成金事業」や「新分野進出コーディネート事業」に別
途取り組んでいることから評価からは除外する。

－

10

9 新分野進出
H23年3月以降、300万円以上の投資
H14年11月以降、3年以上の事業継続

10

労働安全対策
（災害防止協会加盟）

（企業年金加入） 企業年金制度に加入 5

（退職金制度導入）
退職金制度又は建退協以外の退職金共済の加
入

5

4
しまねハツ建設ブランド

登録状況
新技術「しまね・ハツ・建設ブランド」登録：土木一
式のみ

5

5 品質管理（ISO9000） 建設業でのISO9000シリーズの認証

（建退協加入） 建設業退職金共済事業への加入・履行

建設業労働災害防止協会に加入

子育て・女性支援
(見守り運動）

子ども・女性見守り運動の実施協力を登録した事
業所

3

7

社
会
性

6
環境管理（ISO14001・エ

コアクション21）
建設業でのISO14001認証
中小企業向け環境経営システムの認証

5

80
（23.2％）

（法定外労災加入） 業務災害及び通勤災害補償に関する保険に加入 5

11

5

5

労働安全対策
（安全研修受講）

上記協会が指定する「安全衛生教育研修」(７講
座）の受講実績

10

障がい者雇用 「しまねゆめいくカンパニー」認定要件

県発注工事の評定点
土木一式：2年間、建築一式：5年間

175
（50.7％）

工事件数が減っており対象期間の延長を検討する。
土木一式：経審の完成工事高も３年も認めている。
建築一式：評価対象工事件数は維持管理を含めると減ってはいない。

中四国地方の平均値：土木３．４年、建築４．０年　→　土木は従来の２年から１年延伸して３年、建築は５年に据え置く。

加点方式の変更：段階的に加点する方式から、評点の平均点１点に付き１０点加算する方式に変更
　　　 加点の算出方法 ＝ 平均点１点上がる毎に１０点加算 ＝（ 評点の平均点（小数点第３位切捨）－６５点）×１０点
　　    基準値：平均点６５点で加点０点、平均点８０点で加点１５０点（上限無し）     平均点６５点未満は、一律マイナス３０点

最高点
365

【平均点
80点の
場合】

165
（50.8％）

継続学習CPD
土木一式：CPDS取得単位100ユニット
建築一式：CPD50ユニット

10 10

経審で評価されている項目のため除外。 -10

5

小中高生等に対する担い手確保活動
・中長期的な担い手確保のためには、義務教育世代へのアプローチが重要。
→　社会教育課所管の「学校支援企業等」に登録し、小中高生等に対して職場見学、職場体験等の担い手確保に資する活動を評価。

5

122
（37.5％）

地
域
貢
献

入札参加資格審査・特別評価項目

分類 No 項目 概要
H25・26
点数

配分 問題点・課題検討
H27・28
点数 配分

技
術
力

1 工事成績評点

平成２７・２８年度 特別点
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年度 H11･12年度 H13･14年度 H15･16年度 H17･18年度 H19･20年度 H21･22年度 H23･24年度 H25･26年度 H27･28年度

対象業種 土木一式･建築一式 土木一式･建築一式 土木一式･建築一式 土木一式･建築一式 土木一式･建築一式 土木一式･建築一式 土木一式･建築一式 土木一式･建築一式 土木一式･建築一式

土木一式：Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ 土木一式：Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ 土木一式：Ａ，Ｂ，Ｃ 土木一式：Ａ，Ｂ，Ｃ 土木一式：Ａ，Ｂ，Ｃ 土木一式：Ａ，Ｂ，Ｃ 土木一式：Ａ，Ｂ，Ｃ 土木一式：Ａ，Ｂ，Ｃ 土木一式：  ，  ，  

建築一式：Ａ，Ｂ，Ｃ 建築一式：Ａ，Ｂ，Ｃ 建築一式：Ａ，Ｂ，Ｃ 建築一式：Ａ，Ｂ，Ｃ 建築一式：Ａ，Ｂ，Ｃ 建築一式：Ａ，Ｂ，Ｃ 建築一式：Ａ，Ｂ，Ｃ 建築一式：Ａ，Ｂ，Ｃ 建築一式：  ，  ，  

特別点数 最大70点 最大110点 最大80点 最大90点 最大270点 最大405点 最大405点 最大345点 最大    点

　①竣工検査評定書の評定点 　①竣工検査評定書の評定点 　①竣工検査評定書の評定点 　①竣工検査評定書の評定点 　①竣工検査評定書の評定点 　①竣工検査評定書の評定点 　①竣工検査評定書の評定点 　①竣工検査評定書の評定点

　　に応じて加点(減点) 　　に応じて加点(減点) 　　に応じて加点(減点) 　　に応じて加点(減点) 　　に応じて加点(減点) 　　に応じて加点(減点) 　　に応じて加点(減点) 　　に応じて加点(減点)

　②島根県優良建設工事知事 　③島根県優良建設工事知事 　⑫CPDS等への取組状況で加点 　⑫CPDS等への取組状況で加点 　⑫CPDS等への取組状況で加点 　⑫CPDS等への取組状況で加点

　　表彰者に対する加点 　　表彰者に対する加点 　⑪しまねﾊﾂ建設ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの登録 　⑪しまねﾊﾂ建設ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの登録 　⑪しまねﾊﾂ建設ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの登録 　⑪しまねﾊﾂ建設ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの登録

　　状況に応じて加点 　　状況に応じて加点 　　状況に応じて加点 　　状況に応じて加点

　②ISO（品質管理）に対し加点 　②ISO（品質管理）に対し加点 　②ISO（品質管理）に対し加点 　②ISO（品質管理）に対し加点 　②ISO（品質管理）に対し加点 　②ISO（品質管理）に対し加点

　②ISO（環境対策）に対し加点 　②ISO（環境対策）に対し加点 　②ISO（環境対策）に対し加点 　②ISO（環境対策）に対し加点 　②ISO（環境対策）に対し加点 　②ISO（環境対策）に対し加点

　⑤障害者の雇用状況に応じて　⑤障害者の雇用状況に応じて 　⑤障害者の雇用状況に応じて 　⑤障害者の雇用状況に応じて 　⑤障害者の雇用状況に応じて

　　加点(減点) 　　加点(減点) 　　加点(減点) 　　加点(減点) 　　加点(減点)

　⑨次世代育成支援対策推進法 　⑨次世代育成支援対策推進法 　⑨次世代育成支援対策推進法 　⑨次世代育成支援対策推進法

　　に基づく一般事業行動計画 　　に基づく一般事業行動計画 　　に基づく一般事業行動計画 　  に基づく一般事業行動計画

　  策定状況で加点 　  策定状況で加点 　  策定状況で加点 　  策定状況で加点

  ⑯子ども・女性みまもり運動の

　  登録事業者に加点

　⑩新分野の進出状況で加点 　⑩新分野の進出状況で加点 　⑩新分野の進出状況で加点 　⑩新分野の進出状況で加点

　⑬労働安全対策への取組状況 　⑬労働安全対策への取組状況 　⑬労働安全対策への取組状況

　　で加点(災害防止協定等) 　　で加点(災害防止協定等) 　　で加点(災害防止協定)

　⑭建設労働者の福利向上(退 　⑭建設労働者の福利向上(退 　⑭建設労働者の福利向上(退

　  職手当等)への取組で加点 　  職手当等)への取組で加点 　  職手当)への取組で加点

　⑥ﾊｰﾄﾌﾙ･河川愛護団体への 　⑥ﾊｰﾄﾌﾙ･河川愛護団体への 　⑥ﾊｰﾄﾌﾙ･河川愛護団体への 　⑥ﾊｰﾄﾌﾙ･河川愛護団体への

　　登録･活動状況で加点 　　登録･活動状況で加点 　　登録･活動状況で加点 　　登録･活動状況で加点

　⑦除雪等の契約実績で加点 　⑦除雪等の契約実績で加点 　⑦除雪等の契約実績で加点 　⑦除雪等の契約実績で加点

　⑧災害時の対応状況で加点 　⑧災害時の対応状況で加点 　⑧災害時の対応状況で加点 　⑧災害時の対応状況で加点

　⑮継続・新規雇用の取組に加点 　⑮継続・新規雇用の取組に加点 　⑮継続・新規雇用の取組に加点

　③行政処分を受けたものに 　④行政処分を受けたものに 　③行政処分を受けたものに 　③行政処分を受けたものに 　③行政処分を受けたものに 　③行政処分を受けたものに 　③行政処分を受けたものに

　　対する減点 　　対する減点 　　対する減点 　　対する減点 　　対する減点 　　対する減点 　　対する減点

　④指名停止を受けたものに 　⑤指名停止を受けたものに 　④指名停止を受けたものに 　④指名停止を受けたものに 　④指名停止を受けたものに 　④指名停止を受けたものに 　④指名停止を受けたものに

　　対する減点 　　対する減点 　　対する減点 　　対する減点 　　対する減点 　　対する減点 　　対する減点

減点

改正内容
の

ポイント

特別点数の項目別改正状況（建設工事）

ランク

技術力
項目

社会性
項目

地域貢献
項目

○経営事項審査の大幅改正

○建設業の構造改革の推進

 技術力評価の充実

○課題･･･特別工事(難易度

工事の施工･優良工事受賞)
等を加味した特別点の検討

○工事成績評価の比重拡大
○業界に社会秩序の遵守等
の徹底を図るためのﾍﾟﾅﾙﾃｨ
の導入

○合併支援措置の導入

○A級要件の厳格化

 配置技術者数に条件

○舗装工事 常勤の管理技

術者等に条件

○JVに対する調整措置の導

入

○経営事項審査の大幅改正

→客観点数の落込を特別点数で

補完･･･社会性の加点重視

○企業の社会性(地域貢献等)を適

正に評価するため、大幅に項目を

増加。

○前回と大きく変更せず、特別点

数最大値は前回並みに抑え客観

点とのバランスに配慮。

○CPD、防災、安全講習等の配

点、内容を若干改正。

○原点に立ち返り、企業の経営

力、技術力を評価する方向性を

示す

○特別点数の最高点を、３４５点

に圧縮
○技術力項目への評定配分を高
める構成に変更

①引き続き、工事成績評

定を中心とした技術力の

評価を重視。

②地域の維持、担い手確

保の観点から、新卒者採

用等の評価を重視。
③県内業者をより客観的
に評価する観点から、他
県より多い特別点の評価
項目の必要性及び配点
の見直しを検討。
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市町村名 業者数 市町村名 業者数 市町村名 業者数 市町村名 業者数 市町村名 業者数 市町村名 業者数 市町村名 業者数
隠岐の島町 12 益田市 9 江津市 12 大田市 9 出雲市 40 雲南市 17 松江市 29
西ノ島町 2 津和野町 2 浜田市 19 川本町 2 飯南町 6 安来市 15
海士町 1 吉賀町 1 美郷町 7 奥出雲町 12
知夫村 0 邑南町 10

Ａ級
合計

1200点
以上

1100点以上
1200点未満

1000点以上
1100点未満

1000点
未満

205 46 51 70 38

：1200点以上

平成２６年度　市町村毎　土木一式　点数別業者数（Ａ級業者のみ）

　土木一式業者

：1000点未満

：1000点以上1100点未満

：1100点以上1200点未満

県内合計
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予定価格５，０００万円以上（対象等級：Ａ）

事務所 地区割 営業所所在地の要件 対象業者数

松江県土整備事務所 － 主たる営業所を松江県土整備事務所管内に有すること ４４（松江29、安来15）

雲南県土整備事務所 － 主たる営業所を雲南県土整備事務所管内に有すること ３５（雲南23、仁多12）

出雲県土整備事務所 － 主たる営業所を出雲県土整備事務所管内に有すること ４０（出雲管内）

邑智郡 主たる営業所を邑智郡内に有すること １９（邑智郡19）

大田市 主たる営業所を県央県土整備事務所管内に有すること ２８（大田9、邑智郡19）

浜田県土整備事務所 － 主たる営業所を浜田県土整備事務所管内に有すること ３１（浜田管内）

益田県土整備事務所 － 主たる営業所を益田県土整備事務所管内に有すること １２（益田9、津和野3）

隠岐県土整備事務所 － 主たる営業所を島根県内に有する者であって、主たる営業所又は営業所を隠岐支庁県土整備局管内に有すること １６（島後12、島前4）

地域ごとの入札参加対象業者数

県央県土整備事務所

29（松江）

23（雲南）

40（出雲）

19（邑智郡）

31（浜田）

9（益田）
12（島後）

15（安来）

12（仁多）

9（大田）

3（津和野）

4（島前）

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

松江県土 雲南県土 出雲県土 県央県土 浜田県土 益田県土 隠岐県土

業
者
数
（
社
）

入札参加対象業者数

（５，０００万円以上：土木一式A級）
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平
成

1
9
年

度
～

平
成

2
5
年

度
　

建
設

工
事

　
落

札
率

分
布

（
土

木
部

・
総

務
部

・
農

林
水

産
部

合
計

）

0
%

1
0%

2
0%

3
0%

4
0%

75%以上76%未満

76%以上77%未満

77%以上78%未満

78%以上79%未満

79%以上80%未満

80%以上81%未満

81%以上82%未満

82%以上83%未満

83%以上84%未満

84%以上85%未満

85%以上86%未満

86%以上87%未満

87%以上88%未満

88%以上89%未満

89%以上90%未満

90%以上91%未満

91%以上92%未満

92%以上93%未満

93%以上94%未満

94%以上95%未満

95%以上96%未満

96%以上97%未満

97%以上98%未満

98%以上99%未満

99%以上100%未満

100%

年
度

別
落

札
率

分
布

（
全

工
事

）

平
成

2
1
年

度
平

成
2
2
年

度
平

成
2
3
年

度

平
成

2
4
年

度
平

成
2
5
年

度
（
速

報
値

）

平
成

1
9
年

度

平
成

2
0
年

度

平
成

2
1
年

度

平
成

2
2
年

度

平
成

2
3
年

度

平
成

2
4
年

度

平
成

2
5
年

度

平
均

落
札

率
(全

体
)

9
2.8

%
9
1.7

%
9
1.7

%
9
1.7

%
9
2.6

%
9
2.7

%
9
4.6

%

随
意

契
約

9
6.8

%
9
6.2

%
9
6.4

%
9
7.2

%
9
6.9

%
9
5.7

%
9
8.9

%

指
名

競
争

9
3.7

%
9
3.6

%
9
3.2

%
9
3.6

%
9
4.3

%
9
4.1

%
9
5.8

%

簡
易

一
般

競
争

9
1.7

%
9
0.8

%
9
1.2

%
9
1.2

%
9
2.0

%
9
2.3

%
9
4.1

%

総
合

評
価

方
式

9
0.9

%
8
9.4

%
8
9.7

%
9
0.5

%
9
1.6

%
9
2.2

%
9
3.9

%

8
6%

8
8%

9
0%

9
2%

9
4%

9
6%

9
8%

1
00

%

平均落札率

平
均

落
札

率
の

推
移
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区
分

H
19

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

91
192

329
316

53
79

3
.9

%
8
.5

%
1
4
.8

%
1
4
.1

%
2
.7

%
4
.1

%

2,173
2,021

1,840
1,884

1,892
1,825

9
2
.6

%
8
9
.2

%
8
2
.7

%
8
4
.0

%
9
6
.4

%
9
4
.8

%
82

52
56

42
18

22
3
.5

%
2
.3

%
2
.5

%
1
.9

%
0
.9

%
1
.1

%
2,346

2,265
2,225

2,242
1,963

1,926
※

調
査

基
準

価
格

設
定

工
事

　
・

・
・

　
請

負
対

象
額

が
１

億
円

以
上

及
び

総
合

評
価

方
式

に
よ

る
工

事

※
最

低
制

限
価

格
設

定
工

事
　

・
・

・
　

請
負

対
象

額
が

１
億

円
未

満
及

び
総

合
評

価
方

式
に

よ
ら

な
い

工
事

(H
23.2

か
ら
1
億

円
未

満
の

総
合

評
価

方
式

に
試

行
適

用
)

総
合

評
価

方
式

に
よ

る
工

事
の

う
ち

調
査

基
準

価
格

を
下

回
る

応
札

（
単

位
：

件
）

H
19

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

調
査

基
準

を
下

回
る

応
札

5
12

62
43

11
10

　
う

ち
契

約
件

数
5

9
34

19
1

2

H
19

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

調
査

基
準

を
下

回
る

応
札

率
5
.5

%
6
.3

%
1
8
.8

%
1
3
.6

%
2
0
.8

%
1
2
.7

%
　

う
ち

契
約

率
5
.5

%
4
.7

%
1
0
.3

%
6
.0

%
1
.9

%
2
.5

%

調
査

基
準

価
格

設
定

工
事

最
低

制
限

価
格

設
定

工
事

設
定

な
し

（
随

意
契

約
）

低
入

札
工

事
の

状
況

91

192

329

316

53
79

5
12

62
43

11
10

5
9

34
19

1
2

5.5%
6.3%

18.8%

13.6%

20.8%

12.7%

5.5%
4.7%

10.3%

6.0%

1.9%
2.5%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

0 50
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350

400

H19
H20

H21
H22

H23
H24

低
入

札
工

事
発

生
状

況

調
査

基
準

価
格

設
定

工
事

調
査

基
準

を
下

回
る

応
札

う
ち

契
約

件
数

調
査

基
準

を
下

回
る

応
札

率

う
ち

契
約

率
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年
度

工
事

業
務

総
計

1
9
年

度
1
7
2

1
7
2

2
0
年

度
1
5
8

1
5
8

2
1
年

度
2
0

8
2
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2
2
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2
3
年

度
2
4

1
4

3
8

2
4
年

度
2
9

9
3
8

2
5
年

度
2
4

9
3
3

2
6
年

度
(
H
2
6
.
6
.
2
7
時
点
)

3
4

7

総
計

4
5
5

5
8

5
1
3

※
件

数
に

つ
い

て
・

平
成

2
0
年

度
ま

で
：

各
事

務
所

照
会

・
平

成
2
1
年

度
以

降
：

電
子

入
札

シ
ス

テ
ム

か
ら

抽
出

※
平

成
2
0
年

度
の

件
数

に
つ

い
て

（
平

成
2
0
年

9
月

に
設

定
基

準
を

見
直

し
）

・
平

成
2
0
年

8
月

ま
で

：
1
0
3
件

・
平

成
2
0
年

9
月

以
降

：
5
5
件

平
成
1
9
年
度
～
平
成
2
6
年
度

く
じ
引
き
件
数
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事
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